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キーワード 斜面崩壊，異常検知，背景差分，労働安全 

連絡先   〒158-8557 東京都世田谷区玉堤一丁目 28-1 建築都市デザイン専攻都市工学領域 

  E-mail: g2581603@tcu.ac.jp 

「背景差分法を用いた掘削後斜面の異常検知の可視化」の概説 

東京都市大学大学院  学正会員 ○井出 真朱 

（独）労働者健康安全機構 労働安全衛生総合研究所  正会員  平岡 伸隆 

東京都市大学教授  正会員  伊藤 和也 

１．はじめに  

土砂崩壊・落盤等による労働災害の死亡者数は，近年でも毎年 10～20 名が被災しており，死亡事故に至る可能性

の高い災害として位置づけられている．これらの災害の約半数は斜面掘削工事中に発生しており，その対策の一つ

として斜面動態のモニタリングが注目されている．本研究では，低コストかつ容易に導入可能なカメラ画像を用い

た異常検知に着目し，掘削工事中の斜面を対象として背景差分法による画像解析を適用することで，斜面の異常を

検知することができるか検証する．  

２．実大斜面掘削実験 

崩壊データを得るために高さ 4 m，幅 30 m，奥行き 16 m の盛土を段階的に掘削し，崩壊の様子を撮影した．盛土

の土台には関東ロームを，掘削部には山砂を使用した．掘削実験前の山砂の平均乾燥密度は 1.46 g/cm3，締固め度

 Dcは 89.4 %，平均含水比は 1.73 %であった．本実験では 6 回掘削を実施しており，第 3 掘削および第 4 掘削終了後

に中規模な崩壊が，第 5 掘削および第 6 掘削の掘削と同時に大規模な崩壊が発生した．解析には，カメラ（GoPro12 

HERO Black）を用いて斜面正面から 1 秒間隔でインターバル撮影した画像を使用した． 

３．背景差分法による異常検知  

背景差分法は，背景画像と入力画像の輝度差が設定閾値を超えた画素を抽出することで移動物体を検出する手法

である．本解析では，計算量削減のため RBG 画像をグレースケール画像に変換し，閾値を 35 に設定したうえで，

以下の三つの手法で解析を実施した． 

（1） 背景固定（ケース 1）：背景画像を掘削終了時点の画像で固定して背景差分を実行する手法 

（2） 背景固定平均（ケース 2）：背景画像を掘削終了時点から 1 分間（60 枚）の平均として固定して背景差分を

実行する手法 

（3） 背景更新（ケース 3）：入力画像の 60 秒前の画像を背景画像として背景差分を実行する手法． 

解析の効率化のため，前処理として対象斜面のみが含まれるように画像を切り出した．また，日照条件による影

響を抑制するため，背景差分の適用範囲を斜面計測領域に限定し，900 × 2100 ピクセルの範囲で差分を算出した．

第 3 掘削における異常検知結果を図-1 に示す．11:36:59 に掘削箇所左端で小崩壊が，11:37:31 に左側で中崩壊が発

生している．青色で表示した箇所が変化を検知したピクセルであり，全てのケースにおいて赤枠で囲った崩壊発生

箇所を中心に変化が確認された．ケース 1 およびケース 2 では，小崩壊発生の約 1 分前に掘削面上部で変化が確認
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図-1 第 3 掘削後（11:36:59 小崩壊，11:37:31 中崩壊）の背景差分実行結果 

5









 

キーワード 津波，マルチエージェントシミュレーション，避難計画，工業団地 
連絡先   〒761-0396 香川県高松市林町 2217－20 香川大学大学院創発科学研究科 

  E-mail: s24g302@kagawa-u.ac.jp 

「マルチエージェントシミュレーションを用いた辰巳工業団地における津波避難計

画立案の支援」の概説 

香川大学  非会員 ○苅田 祥英 

香川大学  正会員  野々村 敦子 

香川大学  非会員  土岐 祥太郎 

香川大学  正会員  野本 粋浩 

香川大学  非会員  瀬山 淳 

 

１．目的  

2025 年 1 月の政府地震調査委員会において，南海トラフ地震の発生確率は今後 30 年以内に 80%程度と発表

された 1)．南海トラフ地震対策は喫緊の課題であり，被害を最小限に抑えるための対策が不可欠である．南海

トラフ地震の被害想定が 2012 年に公表された 2)．最大クラスの地震の場合，広い範囲に甚大な被害が及ぶ可

能性があることが示された．この公表を受け，被害が想定される地域において各地でハード対策およびソフト

対策がなされてきた．2025 年 3 月には，対策の現状を踏まえて南海トラフ地震による被害が再度推計され，

新たな想定が公表された 3)．最大クラスの南海トラフ地震が発生した場合，死者は 29 万 8000 人であり，依然

甚大な被害が想定されている．このうち 7 割を占める 21 万 5000 人が津波による死者とされているが，これは

「津波の早期避難意識」が低い場合（20%）を想定したものである．早期避難意識が高く（70%）なれば，死

者を大幅に減らすことができることも報告されている．このことからも，南海トラフ地震の被害を最小限に抑

えるためには「津波から如何に早く逃げるか」を検討することが極めて重要である． 

そこで本研究では，複数のシナリオにもとづき避難時の状況をシミュレーションし，各シナリオの避難上の

注意点を示すとともに，対象地域において津波から全員の身を守る対策を提案することを目的とする．対象地

域は南海トラフ地震発生時に津波浸水の被害が懸念される徳島県阿南市辰巳工業団地とした．この場所は南

海地震発生時には津波の浸水が懸念される．そこで南海トラフ地震時を想定し，1) 津波浸水区域の外への水

平避難，2) 浸水区域内での垂直避難，3) 橋梁が建設されたと仮定し，橋梁を利用した浸水区域外への避難の

3 つの避難計画案を，避難開始からの経過時間ごとの避難率からそれぞれ評価した．そして，シミュレーショ

ン結果をもとに短期的および中長期的な観点から工業団地内の従業員を津波から守るための防災計画を検討

した． 

２．研究対象地域 

本研究の対象地域である辰巳工業団地は，徳島県阿南市辰巳町に位置し, 北は那賀川, 南は桑野川に囲まれ

た三角州上に立地する．辰巳町は昭和 39 年の新産業都市に指定されたことを契機として，オイルショックな

ど紆余曲折もあったが，四国有数の工業団地として整備されるようになった．主に製紙，化学工業，製材が盛

んであり，近年では，LED 関連産業は世界トップクラスである．現在，辰巳工業団地には 6 つの企業が工場を

構え, 昼間は 4501 人，夜間は 3016 人が勤務している.  

最大クラスの南海トラフ地震が発生した際，辰巳工業団地では，最大震度 7, 津波到達予想時間は地震発生

から 24 分，津波の浸水深は最大で 1m～2m 未満もしくは 2m～3m 未満と想定されている．阿南市の津波避難

計画によると，辰巳工業団地は津波災害警戒区域であることから全域が避難対象地域に指定されている．その

ため南海トラフ地震が発生した際に工業団地内にいる人たちの安全を確保し，いかに避難するかなど事前に

避難方法を検討しておく必要がある． 
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３．結果 

昼間に地震が発生することを想定すると，避難の目標地点を国道 55 号那賀川大橋南岸（那賀川大橋）とす

る場合は，地震発生から 14 分後には避難先に近い建物を避難開始地点とするエージェントが那賀川大橋の直

前まで来ている．地震発生から 20 分後では避難完了率は 30%であるが，この時点では，まだ，那賀川大橋に

近い建物から出てきたエージェントが避難中であり，那賀川大橋から遠い建物を避難開始地点とするエージ

ェントは工業団地内を避難中である．目安である地震発生から 24 分後は，避難率はほぼ一定の割合で増加し

ているが，避難完了率は 60%に留まっている．地震発生から 28 分後から避難完了率の増加の割合が低下して

いる．30 分後のエージェントの避難状況を見ると避難先から離れた建物から避難をしているエージェントが

那賀川大橋の近くまで来ているが，避難率の増加が鈍化している．これは群衆密度が増加し，避難の速度が低

下していることが原因であると考える．那賀川大橋を避難場所とする場合，全員の避難が完了するのは発災か

ら 44 分後である．避難に時間がかかる主な要因は，一つ目に辰巳工業団地は東西に 2.3km 程度と長く，最も

東に位置する会社から那賀川大橋までは 2km 以上離れていること，二つ目に大勢が一か所を目指して避難す

ると群衆密度が高くなるため避難速度が低下することが考えられる． 

仮想の橋梁で桑野川を渡り黒津地町へ避難した場合は，避難開始後の 13 分～17 分までは避難率が顕著に増

加する．これは橋の近くにいるエージェントがまず避難している様子を示している．15 分～27 分には避難率

がほぼ横ばいになる．これは橋のところでエージェントの密度が高くなり移動速度が遅くなることからエー

ジェントが滞留していることによる．地震発生から 30 分～38 分頃までは再び避難完了率が増加し始める．こ

れは複数のエージェントが橋を渡り終えることで，橋のところで過密になっていたエージェントの群衆密度

が低下し，それに伴い移動速度が回復してきていること，仮想の橋から遠い建物から避難を開始したエージェ

ントが到着して避難をしていることを示している．辰巳工業団地内の 11 か所の建物に垂直避難した場合は，

地震発生から 5 分間の避難準備時間後から避難完了率が一気に増加する．これは，シミュレーション開始時

に，避難先と指定された建物にいる場合は 5 分後に避難完了していること，最寄りの避難場所までの距離が那

賀川大橋に向かうより短いことから，エージェントが避難に要する時間が短縮されたことが反映されている. 

４．まとめ  

現時点では，辰巳工業団地内での垂直避難が津波到達時間内で避難できる方法であるが，中長期的に考え，

浸水区域外への避難を促す橋梁の建設を想定し，桑野川を渡る経路も考えた．群衆密度が高くなると渋滞が発

生すること，避難速度を 8km/時と速くしても 24 分以内に全員の避難は出来ないことが分かった．  

以上より，本研究で設定した条件にもとづくシミュレーションでは，辰巳工業団地にいる全員が津波浸水区

域外へ避難するためには，避難の方法を考えるソフト対策，およびハード対策だけでは不十分であることが明

らかとなった．改善案として次の 2 点が考えられる．まず，今回のシミュレーションでは，橋の構造について

詳しく検討できていない．進入路の幅など橋の規格，避難者の一極集中を避けるような経路選択方法を提案で

きれば群衆密度上昇が抑制され，よりスムーズな避難が実現することも考えられる．また，東日本大震災では

防潮堤は，津波を防ぐことはできないが津波到達時間を遅延させたことが報告されていることから，津波で浸

水し始める時間を遅らせて避難時間を確保するために海岸堤防の整備や強化も対策の一つではないかと考え

る．  

REFERENCES 
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2) 中央防災会議: 防災対策推進検討会議, 南海トラフ巨大地震対策検討ワーキンググループ, 南海トラフ巨大地震の被

害想定について （第一次報告），2012 
3) 中央防災会議防災対策実行会議南海トラフ巨大地震対策検討ワーキンググループ: 南海トラフ巨大地震 最大クラス

地震における被害想定について【定量的な被害量】，2025.  
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キーワード 斜面崩壊，地山補強土工法，剛体釣り合いモデル，法尻掘削，労働安全 

連絡先   〒158-8557 東京都世田谷区玉堤 1-28-1 東京都市大学総合理工学研究科 

    E-mail: gansancarpgogo@gmail.com  

「地山補強土工法を施した斜面掘削作業時における補強材打設位置 

に関する解析的検討」の概説 

 

東京都市大学大学院    正会員 ○岩佐 直人 

労働安全衛生総合研究所  正会員  平岡 伸隆 

日鉄建材(株) 非会員 副田尚樹, 正会員 堀 謙吾 

 東京都市大学       正会員  伊藤 和也 

 

１．はじめに  

地震や豪雨災害による地すべり・崖崩れ・落石などの土砂崩壊災

害後は迅速かつ的確な復旧工事が必要とされるが, 崩れやすい斜面

下で土砂撤去を伴うため，作業員の二次災害の危険性が高い．その

対策として地山補強土工法が施されることが多いが，最下段部の補

強材付近の掘削によって斜面崩壊が発生する事例があるものの．補

強材との離間距離の規定がない状況である．そこで実大斜面掘削実

験結果 1),2)をもとに，法尻部掘削に伴う最下段補強材の受働抵抗減少

に着目し，簡易な剛体釣り合いモデルを用いて，法尻掘削による地

山補強土工法の最下段補強材位置からの離間距離を検討した． 

２．簡易な剛体釣り合いモデル 

地山補強土工法は，補強材を地盤に挿入して，補強材と地山との

相互作用 3)によって，地山の見かけの強度を向上させて安定化を図

る技術である．しかし補強材が斜面途中まで施工され，その下部を

掘削して擁壁や吹付のり枠などの構造物を構築する場合，最下段補

強材は斜面上の杭と同様に，最下段補強材下部の受働抵抗によって

安定していると考えられ，斜面のり尻掘削によって受働抵抗が減少

して，最下段補強材の安定性が低下する．そこで斜面上の補強材を，

掘削による受働抵抗現象が発生する最下段補強材に適用した簡易な剛体モデル（図-2）として考えた．移動層

厚は補強材長の 0.7倍として設定し 10)，移動層厚は事前の地盤調査等で判明しているものとして検討をしてい

る．ここでは斜面に垂直に打設された補強材に関する，主働土塊による滑動力 RqAと受働すべり面における抵

抗力 RqPを求めた．それぞれ(1)，(2)のようになる． 

・主働土塊による滑動力（主働側）       ・受働すべり面における抵抗力（受働側） 

1 1cos 45 sin 45 tan
2 2

cos 45 sin 45 tan
2 2
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W cL
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 


 


    
+ − + −    

    
=

   
+ + +   

         

2 2sin 45 cos 45 tan
2 2

cos 45 sin 45 tan
2 2

qP

W cL

R

 


 


    
− + − +    

    
=

   
− − −   

      

ここで，RqA：主働土塊の滑動力，RqP：受働すべり面における抵抗力，W1：補強材より上側の地盤重量（W1

＝A1×g），W2：補強材より下側の地盤重量（W2＝A2×g），A1：補強材より上側の土塊面積，A2：補強材より

L2：受働側すべり線長さ，D0：補強材頭部と掘削線との距離（離隔），S0：受働側土塊の地表面での距離，下側

の土塊面積，g：地盤の単位体積重量，f：地盤の内部摩擦角，c：地盤の粘着力，L1：主働側すべり線長さ, Sv：

図-1 地山補強土工法施工済み箇所に
おける擁壁施工中の崩落事例 

図-2 最下段補強材の簡易な剛体
釣り合いモデル 

(1) (2) 
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キーワード 対向人流，閉塞，混合分布，パラメータ推定，群集事故防止 
連絡先   〒470-00392 愛知県豊田市八草町八千草 1247 愛知工業大学情報科学部情報科学科 

  E-mail: eiji-nakamura@aitech.ac.jp 

「対向人流における通行閉塞の発生時間に関する確率論からの分析」の概説 

愛知工業大学  正会員 ○中村 栄治 

 

１．研究の目的  

論本研究では，閉塞が発生する確率的な状況に着目し，閉塞発生までの経過時間（TTC：Time to Clogging）

を確率変数として扱う．シミュレーションで得られた TTC のサンプルを，代表的な確率分布関数を使ってモ

デル化を行い，モデルを分析することで TTC の確率的性質を明らかにした上で，モデルに基づいた対向人流

の安全管理のための実務指標を提案することが，本研究の目的である． 

２．シミュレータ  

本研究では，道路交通を複数の解像度で解析できるマクロ交通シミュレータである Vissim を使ってシミュ

レーションを行った．Vissim は，自動車と公共交通および歩行者を，統合的に扱える点が特徴である．Vissim

には歩行者モジュールである Viswalk が含まれており，Helbing らによる改良された SFM（Social Force Model）

が実装されている． 

３．シミュレーションシナリオ 

長さが 50m で幅が 5m の長方形の歩行経路と，長さが同じで幅が 2.5m となる 2 種類の歩行経路を用意した．

人流は歩行経路の両端から互いに対向するように流入させた．歩行経路へと流入したら，人流は反対側の流出

口へ向かう．人流の流量が過剰になるような場合には，歩行経路のどこかで衝突により交通閉塞が発生するこ

とになる．閉塞が発生しても，左右からの人流の流入は停止せず，流量も変化することなく，経路全体が歩行

者で埋め尽くされるまでシミュレーションを続けた．対向する人流の合計流量と，2 つの人流の比率を変化さ

せ，合計 8 種類のシナリオを設定した． 

４．確率分布のパラメトリックモデリング 

TTC のヒストグラムを作成すると，シミュレーションにより得られた分布は，どのシナリオにおいても，裾

が長く尾を引くことがわかった．ワイブル分布など合計 8 分布の混合分布により TTC の確率密度関数（PDF）

のパラメータの最適値を推定することで，モデル PDF を得た． 

５．適合度評価の方法 

モデル PDF が，シミュレーションでサンプルを生成している真の PDF を，どの程度正確に推定できている

かを評価する必要がある．本研究では，KS 検定と AD 指標に基づいて，帰無仮説「シミュレーションで得ら

れた TTC のサンプルは，モデル CDF（モデル PDF を積分して得られる関数）に従う」を検証した． 

次に，TTC の 95%分位点と尾指数の信頼区間（CI：Confidence Interval）を算出した．経験 CDF の信頼区間

とモデル CDF の信頼区間の重なり度合いの大小により，モデル CDF の尾部リスク（TTC が長い事象の発生頻

度を示す．厚さとも表現）の再現性を評価した． 

６．確率モデルの推定結果 

経路幅が異なっても，対数正規分布の寄与が高いことがわかった．経路幅の大小にもよるが，逆ガウス分布

と一般化極値分布の寄与も高いことがわかった．Burr 分布については，Sc7 と Sc8 以外のシナリオでは，モデ

ル PDF への寄与が無視できるレベルであることがわかった． 

７．KS 検定と AD 指標による適合度評価 

KS 検定での D 値は，すべてのシナリオ Sc1～Sc8 で 0.02 以下であり，対応する p 値も 0.12–0.88 の範囲に

収まっている．この結果は，モデル CDF と経験 CDF の差が，偶然の揺らぎの範囲内にある（有意水準 5%で
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は帰無仮説を棄却しない）ことを示している．つまり，すべてのシナリオにおいて，EM アルゴリズムで推定

したモデル CDF が，モデル CDF の中心領域（概ね 5%～95%区間）を十分に再現していることを示す． 

一方，尾部（極端に長い TTC）に敏感な AD 指標では，シナリオ Sc7 と Sc8 のみにおいて，AD 指標が 2.0

前後まで上昇し，一般的な臨界値 2.49 の手前に位置する．これはシナリオ Sc7 と Sc8 におけるモデル CDF が，

ごく長い TTC をやや少なく見積もっている可能性を示唆する．しかし，臨界値には達しておらず，統計的に

は許容範囲内である．よって，帰無仮説を棄却できず，すべてのシナリオにおいて，モデル CDF が経験 CDF

を表していることになる． 

すべてのシナリオにおいて得られたモデル CDF は，経験 CDF の大部分（中心域）を正確に捉えている．尾

部リスクにおいては，シナリオ Sc7 と Sc8 におけるモデル CDF を除けば，十分妥当であると判断できる．こ

れらシナリオのモデル CDF に関しても，外れの程度は大きくなく，リスク評価時に慎重に扱うことにより，

実務上の利用に耐えると結論づけられる． 

８．実務指標に向けた結果の分析 

本稿で述べる尾部リスクとは，生存関数（時刻 t まで閉塞が起きない見込み）の減衰（低下）が遅いことに

より，遅い時間帯になっても閉塞が起こりうるために生じる見逃しリスク（遅発崩壊リスク）を指す．尾部特

性が大きい場合は所定の見逃し許容水準に達するまでの監視継続が長引くため，運用上の負荷（人員・注意力）

や発報トリガの前倒しが必要となる． 

 

９．実務指標の提案 

カメラや人感センサなどにより，人流の状況をリアルタイムでモニタリングして必要なデータを取得でき， 

人流制御のための誘導員を配置できる状況を想定した上で，実務指標を提案する．本研究での生存関数は，シ

ナリオ（固定条件）ごとに推定した参照曲線である．実運用では，観測のたびに現在の状態に最も近いシナリ

オの生存関数を選び直し，その観測区間では当該生存関数を用いて，位置尺度と尾部特性の双方を手掛かりに， 

監視継続・発報・最小介入（＋1 名）の判断を行う．次の観測で状態が変わった場合は，参照する生存関数を

切り替える（必要に応じてシナリオ間で補間する）． 

１０．まとめ 

本研究では，閉塞発生までの経過時間（TTC：Time to Clogging）を確率変数とするパラメトリック確率モデ

ルの構築を通じて，対向人流の安全管理に資する実装指標を提案した．とりわけ，混合分布モデル（8 成分）

による確率密度のパラメトリック推定を中核に据え，閉塞発生リスクの時間ダイナミクスを可視化・定量化し

た点が，本研究の最大の特徴である． 

本研究は，確率論的 TTC 解析に基づき，閉塞発生の「いつ起こるか」を高精度に予測し，危険度の時間的

変化をリアルタイムで示す指標体系を提案した．これは，従来の静的密度評価を補完するものであり，群集事

故を未然に回避する新たな安全マネジメント手法の 1 つといえる． 

１１．今後の課題 

本研究では，TTC の確率分布を，対数正規・ワイブル・逆ガウスなど 8 成分から成る混合分布で近似したが， 

成分数（モデル次数）の妥当性を体系的に検証していない．成分数が過少であれば尾部挙動を捕捉しきれず，

過多であればパラメータ過剰により汎化性能が低下する懸念がある．したがって，情報量規準（AIC など）や

交差検証によるモデル選択を行い，最適成分数を客観的に決定することなどが必要である．これらの検討によ

り，「必要十分な複雑さ」を備えた混合分布モデルを確立し，閉塞リスク評価の信頼性と汎用性をさらに高め

ることが，今後の課題である． 
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「避難地形時間地図」を活用した「災害対応タイムライン」に関する検討 

―公共施設管理者向け危機管理研修を事例として－の概説 

セコム株式会社 IS研究所  正会員 ○小松原 康弘 

セコム株式会社 IS研究所  非会員  中村 宏一 

 

１．はじめに  

公共施設は，災害時において，施設利用者の避難・

安全確保などさまざまな機能を担うため，公共施設

管理者（以下，管理者）には迅速かつ的確な対応が求

められる．過去の災害では対応の不備が課題として

指摘されており，「いつ」「誰が」「何をするか」とい

った行動計画の重要性が議論されてきた．平常業務

に追われる管理者の防災意識は高くないとの課題も

ある．本研究では，管理者が災害対応を「わがこと」

として捉える意識の醸成を目的とし，その全体像を

図-1に示す．「管理者のわがこと意識」とは，災害時

に施設利用者等の安全確保を担う主体としての自覚

を指す．本研究では，事前の備えを明確化した「災害

対応タイムライン（図-2）」の検討に「避難地形時間

地図（図-3）」を用いて災害時の状況を想起し，自ら

の役割を主体的に捉えるワークショップ（以下，WS）

を実施し，災害対応の質的向上を目指す． 

２．本検討の新規性と位置づけ  

タイムライン（以下，TL）は災害対応の流れを整

理する有効な手法として活用されている 1）が，「管理

者のわがこと意識」を醸成するツールを活用した TL

の実践的検討は，十分に行われていない．本研究で

は，時間距離に基づく色分けにより，地域のリスクや

避難経路を視覚化する「避難地形時間地図」を活用

し，先行研究 1）を踏まえた新たな試みを提案する． 

 

 

 

 

 

 

 

 

具体的には，管理者が事前に作成した「災害対応 TL」

に対し，WSで得られた気付きを付箋により可視化し，

それを探索的に内容分析した点に，新規性がある．本

手法は，管理者が災害対応における判断課題の抽出

や，マニュアルでは捉えきれない災害対応時の状況

を浮き彫りにする点で，「管理者のわがこと意識」を

高める実践的手法としての展開可能性を示す． 

３．実施概要 

 WSは 2025 年 3 月 5 日（水）14 時～15 時 30 分に，

参加者は首都圏の公共施設管理者17名で実施された

（表-1）．体験地域として世田谷区二子玉川駅周辺を

設定し，被災経験のある都市部を対象とすることで，

参加者が自身の施設に置き換えて災害対応を具体的

に想起しやすくなるよう配慮した． 

 

 

 

 

 

 

４．本検討の有効性  

WSでは，災害時の判断に関する具体的なコメント

が多数得られ，「マニュアルでは 6割程度しか書かれ

ていない．実際にイメージして行動できるよう備え

る必要がある．（ID:C-1）」といったコメントにある 

 

 

 

 

 

 

 

 
図-1 本研究の全体像 

表-1 当日の進め方 

適用可能性
検討
（3.）

研修効果
評価測定
（4. 5. ）

17の公共施設
管理者17名

「いつ」「誰が」「なにをするか」「事前の備え」を
明確化する「災害対応タイムライン」

「わがごと」意識を醸成する
「避難地形時間地図づくりワークショップ」

気付き
内容分析
（4. 5.）

検討アプローチ
パッケージ化
（1. 2.）

今回の検討アプローチ：

より実践的なタイムラインを
作成するにはどうすれば良いか。
「わがごと」意識が進むツールを

組み合わせることで
実践性はより進むのか。

今回の検討アプローチは、
危機管理研修の参加者である

公共施設管理者に
どういった影響を与えるのか。
どういった感想を持ったのか。

災害対応マニュアル/タイムライン

これまで：

防災訓練避難訓練

防災講演 体験会

一般的に、各コンテンツはそれぞれ独立して、
企画・実施されることが多く、組み合わせる
ことにより得られる気付きが、災害対応の

質向上に結び付くのではないか。

⑤直後～④③1日前～0時間（災害発生）②①3～2日前時系列

氾濫発生
⇒氾濫発生情報

氾濫危険水位到達
⇒氾濫危険情報
避難指示
大雨特別警報

避難判断水位到達
⇒氾濫警戒情報
高齢者等避難
土砂災害警戒情報

大雨・洪水注意報
氾濫注意水位到達
大雨・洪水警報

台風接近
早期注意情報

避難情報
必要となる情報

対応
-想定される
災害対応

懸念
-災害対応時に
困りそうなこと

災害対応タイムライン ワークシート

想定される
災害対応

災害対応時に
困りそうなこと

時系列
災害情報

©2020 RISTEX
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ようにマニュアルに記載されていない課題の抽出に

つながった．特に，「業務範囲の線引き（行政との兼

ね合い）」や「避難者対応の難しさ（高齢者への配慮

や施設に入ってくる人数など）」など，現場判断に関

する多様な視点が示され，「災害対応 TL」の実効性

を高める上で重要な論点となった．評価結果（表-2）

では【Q1】【Q4】【Q5】において主観的評価が向上し，

【Q4】は統計的に有意な改善が確認された（P<0.05）．

一方，【Q2】【Q3】は認識の再評価により低下したが，

参加者の認識の深化を示すものであり，研修の効果

を示唆する結果といえる．今後は，「災害対応 TL」を

中心に他ツールとの連携により，管理者の災害対応

力向上に寄与するプログラム開発を目指す． 

 

５．おわりに 

本研究では，「避難地形時間地図」を活用した危機

管理研修を通じて，「災害対応 TL」の実効性を高め

るアプローチを提案した．従来の TL 研究が「いつ」

「誰が」「何をするか」に焦点を当てていたのに対し，

本アプローチは事前の備えや避難・安全確保の視点

を加えることで，より実践的な気付きと行動の想起

を促す点に新規性がある．また管理者が避難支援者

としての役割を主体的に捉える契機となり，「管理者

のわがこと意識」の醸成を通じて，「災害対応 TL」の

実効性向上に寄与した．本アプローチにより，従来の

マニュアルでは見落とされがちな判断課題や対応の

盲点が可視化され，TLへのフィードバックを通じた

改善の可能性が示された．公共施設が災害対応時に

果たす役割の重要性を踏まえて，管理者の災害対応

力の向上に資する有効な手法であるといえる． 
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③直後～②1日前～0時間（災害発生）①3～2日前時系列

氾濫発生
⇒氾濫発生情報

氾濫危険水位到達
⇒氾濫危険情報
避難指示
大雨特別警報

避難判断水位到達
⇒氾濫警戒情報
高齢者等避難
土砂災害警戒情報

大雨・洪水注意報
氾濫注意水位到達
大雨・洪水警報

台風接近
早期注意情報

避難情報
必要となる情報

対応
-想定される
災害対応

懸念
-災害対応時に
困りそうなこと

災害対応タイムライン ワークシート

想定される
災害対応

災害対応時に
困りそうなこと

時系列
災害情報

東京都が企業向けに作成した
タイムラインの取り組みや，

国土交通省が
平成30年7月豪雨を経て

作成した
水害対策BCPタイムライン

作成の手引きを参照

新規追加

1）対象となるハザードを決定する
2）ハザードマップ等を参照して想定浸水域などを確認する

3）避難目標地点を設定する
4）避難障害地点を設定する
5）避難時間を可視化する
（避難場所までの時間を色で示し、

気づいた事項を付箋に記載する）

6）振り返りを行う
7）結果を発表する

避難目標地点

後期高齢者が傾斜路を歩行するときの速度
（平均43m/分）を基準につくっています

避難目標地点から３分ごとに、緑、黄緑と
色鉛筆で色分けする。

©2020 RISTEX

設問（選択肢） 平均 標準偏差 平均 標準偏差 効果量r

【Q1】 発災直後における避難・安全確保のイメージができていますか？

 (①まったくできていない ⇔ ⑦完全にできている）
4.24 1.09 4.53 0.94 0.29 6.9% 0.381 0.136

【Q2】 避難場所（安全確保できる場所）がどこか把握していますか？

 (①まったく把握していない ⇔ ⑦完全に把握している）
5.18 0.53 5.12 0.78 -0.06 -1.1% 0.078 0.750

【Q3】 避難場所（安全確保できる場所）を2つ以上把握していますか？

 (①まったく把握していない ⇔ ⑦完全に把握している）
5.13 0.89 4.94 1.29 -0.19 -3.7% 0.169 0.509

【Q4】 今後の災害に向けて、避難・安全確保を行うためになにか行動できそうですか？

 (①すぐにでも行動できそう ⇔ ⑦まったくできそうにない）
4.81 0.75 5.25 0.86 0.44 9.1% 0.695 0.014

【Q5】 今後の災害に向けて、事前の備えを進めようと感じますか？

 (①まったくそう思わない ⇔ ⑤強くそう思う）
5.94 1.20 6.29 0.92 0.35 5.9% 0.503 0.055

事前 事後

差異 上昇率 p 値（両側）

**p＜0.05*p＜0.10

**

*

図-2 災害対応タイムライン

図-3 避難地形時間地図づくりワークショップ 2）

表-2 参加者による主観的評価・対応あり T検定結果
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「防災 IoTを活用したコミュニティベース 
災害情報システム「くまカメ」の開発」の概説

熊本県立大学  非会員 ○佐藤 琢磨
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熊本県立大学  正会員  島谷 幸宏
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１．背景

近年，気候変動に伴い災害の激甚化が進行している．

こうした状況の下，災害情報をリアルタイムに把握す

る手段として防災 IoT の活用が盛んに行われているが，

行政による観測機器の設置は大規模河川が中心であり，

住民が避難判断に必要とする避難経路や中小河川のき

め細かな情報提供には至っていない．

令和 2 年 7 月豪雨時の分析 1)では，内水氾濫の初期段

階での避難が特に重要であると指摘されており，住民

が主体的に災害情報を把握することが重要である．地

域で避難判断の基準となる「防災スイッチ」の策定が進

む一方で，その判断基準となる場所の情報を「誰がどの

ように観測するか」という課題が指摘されていた．

こうした背景のもと，本研究の著者らは，住民参加に

よって選定したネットワークカメラを設置し，住民が

利用する LINE で避難判断の基準となる場所の映像を

閲覧できる災害情報システム「くまカメ」を開発した．

２．目的

本研究の目的は，既製品のネットワークカメラを活

用し，地域住民が主体的に周辺状況を確認・避難するこ

とを支援するためのコミュニティベース災害情報シス

テム「くまカメ」を開発することにある．

具体的には，令和 2 年 7 月豪雨で罹災した熊本県人

吉市下薩摩瀬町でのパイロット実装結果を分析し，住

民が求める災害情報，運用時のアクセスデータ，梅雨時

期のカメラの稼働状況，および住民の自主的な活用事

例から，くまカメの有効性と安定性を分析・評価するこ

とによって，先行研究で残された課題の解決に寄与す

ることを目指した．

３．方法

対象地域は，令和 2 年 7 月豪雨で全域が浸水し死者 5

名が出た熊本県人吉市下薩摩瀬町（人口 823 人）であ

る．自治会長らの協力を得て，2回の住民参加ワークシ

ョップ（WS）を実施した．WS では，豪雨の経験に基

づき，住民にとって災害情報が必要な場所を議論した．

その結果，図-1 に示す通り，冠水しやすい道路からの

唯一の通路（地点 A）と，避難経路上の支流（地点 B）

の計 2ヶ所にカメラを設置することが決定した． 

くまカメは，一般的なオンライン小売プラットフォ

ームから調達可能な製品を活用し，約 5万円と低価格

で構築できるシステム構成を採用した．ソーラーパネ

ルとバッテリーによる自立電源とし，先行研究 2)を参考

に電力量を算出した．外部からの遠隔制御を可能にす

地点A
地点D

カメラの設置候補地

地点C 指定避難所

地点B

図-1 下薩 WS2 で決まったカメラの設置場所 
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るため，固定 IP アドレスの SIM カードを使用した． 

ソフトウェア面では，エッジサーバー（Raspberry Pi

4）がカメラ映像を取得・圧縮し，クラウドサーバー上

のウェブページに送信する．住民は，LINE の公式アカ

ウントに登録し，LINEを通じてカメラ映像や雨雲情報，

洪水情報にアクセスできるシステムである．映像の更

新頻度は，Open Weather の API で取得した雨量に基づ

き制御され，雨量 0.5mm/h以上で 15 分ごと，無降雨時

は 6 時間ごとに定期更新される仕組みとした． 

４．分析

分析期間は LINE 導入開始の 2023 年 6 月 1 日から

2024 年 5 月 31 日までの 12ヶ月間である．LINE登録者

数とリッチメニューのクリックユーザー数を人吉観測

所の時間別雨量データと比較し分析した結果を図-2 に

示す．さらに表-1 に示すクリックユーザー数と日別雨

量との単回帰分析を行い，カメラの利用状況と雨量と

の相関について詳細に分析した．

５．結果

分析期間中の LINE登録者は 108名であり，ワークシ

ョップ参加者（累計 26名）を大きく上回り，公式 LINE

が家族や知人などに共有されていることが示唆された．

表-1 に示すクリックユーザー数と日別雨量との単回帰

分析の結果，2023 年 6 月 30 日～9 月 30 日の梅雨時期

（表-1における期間 2）でかなり強い相関を示した．特

に図-2に示す，線状降水帯が発生した 2023 年 7 月 3 日

には登録者の 78％（57人）がカメラを確認し，災害の

危機が迫る可能性がある降雨イベント時にはアクセス

数が大幅に増加した．

運用の安定性評価として，梅雨時期の定期更新成功

率は，両地点の平均 93.9%であった．また 1 日の降雨が

50mmを超えた降雨イベント時の成功率は85.5%であっ

た．更新失敗は両地点で同時に発生しており，エッジサ

ーバーの不具合と想定される．

６．考察

くまカメは，住民参加によって選定された場所に，低

コストで設置されたシステムでありながら，降雨時，特

に梅雨時期に利用が集中するという有効性が示された．

運用の安定性に関しては，降雨イベント時の成功率の

低下は，エッジサーバーの安定性の低さや Open Weather

の API の正確性に課題があることを示唆された．今後

より安定したサーバーの導入や，現場に雨量計等を設

置して動作を連動させることが必要である．
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表-1 LINE リッチメニューのクリック数と時間雨量の関係 

分析

区分
カメラ 雨雲情報 洪水情報

単純

相関

決定

係数
R2 

P 値 単純

相関

決定

係数
R2 

P 値 単純

相関

決定

係数
R2 

P 値 

期間 1 0.632 0.399 <.001 0.695 0.483 <.001 0.677 0.458 <.001 

期間 2 0.884 0.782 <.001 0.887 0.787 <.001 0.878 0.771 <.001 

期間 3 0.233 0.054 <.001 0.429 0.184 <.001 0.395 0.156 <.001 

期間 4 0.011 0.001 0.873 0.123 0.015 0.096 0.123 0.015 0.096 

図-2 下薩摩瀬町における LINE の登録者数とリッチメニューのクリックユーザー数，時間別雨量のデータ 
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